
大井川の利水と田代ダム
資料３これまでの経緯
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田代川第ニ発電所の概要

二軒小屋ロッジ

河川維持流量の放流状況

西俣

うち大井川から

うち内河内川から

うち保利沢川から

4.99m3/s

0.21m3/s

0.14m3/s

□ 最大使用水量 5.34m3/s

□ 最大理論水力 26,177 kw

□ 常時理論水力 11,517 kw

□ 次回更新期限 令和７年12月31日

□ 発電開始 昭和３年11月

流れ込み式として、東京電力リニューアブルパワー（株）の中で最大の有効落差（502m）を誇る水力発
電所で、非常に発電効率が高いことで知られている。大井川で取水された最大4.99m3/sの水は、田代川第
２発電所で発電に用いられた後、田代川第一発電所で再利用され、最終的に富士川の支川である早川に放
流されている。
田代調整池は、大井川の大蛇行部にダムを設置して調整池としたもので、開削により設けたショート

カット部を利用して、洪水や河川維持流量を下流に放流している。

田代
ダム

田代川第２

黒桂河内川

内河内川

保利沢川
溜沢川

田代川第１

早川第３

発電所
※田代川第一発電所 最大理論水力 17,400 kw

最大使用水量 6.03m3/s

静岡県

山梨県

椹島著作権により
画像等の転用は不可

田代調整池第１ダム

集水用取水口

大井川取水ダム

大井川からの取水 田代調整池

田代調整池第２ダム 取水口

田代川第２発電所へ

河川維持流量
放流

大
井
川
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水利使用の概要と大井川水利流量調整協議会

■大井川水利流量調整協議会

大正１０年 田代川水力電気事業㈱に大井川の水利使用許可 許可使用水量 2.92 m3/s

昭和 元年 数度の統廃合等を経て、電力事業が東京電力㈱に移る

昭和 ３年 田代ダム竣工、昭和50年12月31日まで水利使用許可期限延長

昭和１８年 水利権変更 許可取水量 5.34 m3/s（うち大井川 2.92 m3/s）

昭和３９年 水利権変更 許可取水量 5.34 m3/s（うち大井川 4.99 m3/s）

昭和４０年 現行河川法が施行され許可権者が知事から建設大臣に変更となる。

昭和５１年 水利権更新 許可取水量に変更なし

平成１５年 田代川の水利権更新を円滑に進めるため、大井川水利流量調整協議会が設立される

平成１７年 水利権更新 新たに期別の維持流量放流を規定（許可取水量は変更なし）

平成２４年 ５年間のモニタリングにより調査地点での流量を満たしているとの結果が承認された。

平成２７年 水利権更新 許可取水量に変更なし

令和 ７年 水利権許可期限

• 川口発電所水利権更新に伴い、激しい「水返せ運動」が起こる。
• 塩郷堰堤から、 5 m3/s（冬季3 m3/s）の放流を行うことで関係者が同意し、平成元年に

水利権が更新される。

• 大井川全域を「減水区間」と見なし、川としての「正常流量」設定作業に着手
• 魚類の生息環境に基づいた、田代ダムからの放流量（河川維持流量）に関係者が同意

■ 水利使用の経過

• 田代ダムからの放流を増やした分を、下流ダムでも流下させることがルール化される。
• 放流効果検証のため、５か年のモニタリング調査を行うことが決定される。

田代川第二発電所の水利権の期間更新が円滑になされるよう関係機関による調整を行う。

○ 目的

(1)田代川第二発電所の水利権の期間更新時に設定される水利流量に関すること。
(2)その他前条の目的を達成するために必要な事項に関すること。

○ 協議事項

• 冬期の発電施設維持に必要な取水量は引き続き検証することで合意

○ 構成 ※平成30年11月～

中部地方整備局河川部地域河川調整官、
静岡河川事務所長、長島ダム管理所長
甲府河川国道事務所長

交通基盤部河川砂防局長、くらし・
環境部環境局長、中部地域局長、島
田土木事務所長

静岡市長、島田市長、川根本町長

東京電力HD㈱リニューアブルパワー・カ
ンパニー早川事業所長、
中部電力㈱再生可能エネルギー事業部
静岡水力センター所長

【国土交通省】

【静岡県】

【市町】

【電力会社】

第10回協議会の開催状況
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科学的根拠に基づく河川維持流量の決定等

■ 放流量決定等の経緯

【第１回：H15.2.6】 大井川水利流量調整協議会設立

【第２回：H16.1.19】 東京電力が「発電ガイドライン」に基づき、0.101m3/sの放流が必要と報告

【第４回：H17.1.26】 流域自治体側が、「大井川の清流を守る研究協議会」として通年0.5m3/s、
夏季2.07m3/sの放流を要求

【第６回：H17.6.1】 東京電力は、発電への影響が大きいことから流域自治体の要求を拒否
事務局が、大井川全川を対象として、具体的な根拠をもとに議論することを
提案

【第７回：H17.9.16】 事務局が、大井川全川における河川利用、魚類生息、景観上必要な放流量と
して、0.8m3/s～2.0m3/sを提案

東京電力が、流域自治体の意向を踏まえた放流量を再提案【第９回：H17.11.8】

【第８回：H17.10.25】 東京電力が、事務局案をベースに夏場の河川環境改善と冬季の発電施設維持
の観点から、11月～4月： 0.10m3/s 、5～8月：1.26 m3/s、9～10月1.08m3/s
の放流を提案
流域自治体から年間を通じて魚類の生息に必要な流量を確保すべき等の意見

【第10回：H17.11.28】 冬期における取水量を検証、モニタリングの実施などを条件に、河川維持流
量を合意(第９回協議会で東京電力が提案した放流量)【合意事項】

期間 12/6～3/19 3/20～4/30 5/1～8/31 9/1～12/5

維持放流量(m3/s) 0.43 ※ 0.98 1.49 1.08

○ 第14回協議会で、冬期の発電施設維持に必要な流量を今後10年で検証することを合意

※12/6～3/19は河川流量が0.1m3/sを超える場合に限り、1.62m3/sの範囲内で取水を認める。

○ 第12回協議会で、田代ダムの下流における河川維持流量の確保を合意

冬期(12/6～3/19)において、0.43m3/sを確保することが基本となるが、発電機等を凍結防止す
るために必要となる水量(最大1.62m3/s)を取水するため、放流量を0.1m3/sに減らすことを認
めている。
この1.62m3/sの水量を、今後10年間で検証することを合意した。

協議会の合意により、河川維持流量が設定されたことにより、田代ダム下流で増加することと
なった流量と同量を、下流に位置する中部電力のダムや国土交通省の長島ダムから流下させる
ものとする。

○ 第10回協議会で合意された維持放流量

【第13回：H24.２.22】 調査地点での流量を満たしているとの、H18～H22のモニタリング結果を承認

【第14回：H27.９.24】 冬期における取水量を今後10年間で検証することを確認【合意事項】

【第12回：H18.３.30】 田代ダムから新たに放流される水量と同量を、下流側のダムから流下させる
ことを合意【合意事項】
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第
1
0
回
協
議
会
（
平
成
１
７
年
１
１
月
）に

お
い
て
、
河
川
維
持
流
量
に
つ
い
て
合
意
し
た
。

１
．
田

代
川

第
二

発
電

所
水

利
権

の
期

間
更

新
時

に
お
け
る
河

川
維

持
流

量
は

、
大

井
川

全
川

を
対

象
に
、
地

元
要

望
項

目
の

「
河

川
利

用
」
、
「
魚

類
の

生
息

」
、
「
景

観
」
に
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要
な
流

量
を
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学
的
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拠

に
基

づ
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定
し
、
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代

川
第

二
発
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所

の
発
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事
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等

も
考
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し
て
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議
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結

果
、
次

の
と
お
り
と
し
、
水

利
使

用
規

則
に
取
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限
の

条
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め
る
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と
に
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り
行
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と
す
る
。

（
合

意
し
た
河

川
維

持
流

量
は

右
図

の
と
お
り
）

２
．
今

回
の

水
利

権
の

許
可

期
間

は
1
0
年

と
す
る
。
（
本

来
1
5
年
の

と
こ
ろ
を
1
0
年

に
短

縮
）

な
お
、
冬

場
の

発
電

施
設

維
持

の
た
め
に
必

要
な
流

量
（
1
.6
2
m
3
/
s）
は

今
後

検
証

し
て
い
く

と
と
も
に
、
河

川
流

量
や

取
水

量
、
放

流
量

の
デ
ー
タ
等

の
情

報
共

有
に
努

め
る
。

今
回

の
河

川
維

持
流

量
の

放
流

に
よ
る
河
川

環
境

改
善

の
効

果
の

検
証

を
行

い
、
そ
の

結
果

を
協

議
・
検

討
す
る
こ
と
と
す
る
。

■
合
意
の
内
容

■
合
意
し
た
河
川
維
持
流
量

田
代
ダ
ム
に
お
け
る
河

川
維
持

流
量

の
設

定

田
代
ダ
ム
下
流
の
各
地
点
（
９
箇
所
）
に
お
い
て
、
魚
類
の
生
息
上
必
要
な
水
量

を
月
別
に
設
定

各
地
点
の
必
要
水
量
を
、
流
域
面
積
に
よ
っ
て
田
代
ダ
ム
地
点
の
流
量
に
換
算
し
、

そ
の
最
大
値
を
田
代
ダ
ム
下
流
地
点
の
維
持
流
量
と
し
た
（
期
別
に
設
定
）

① ②【
設
定
手
順
】

□
設

立
平
成
1
5
年
2
月
（
第
1
回
協
議
会
）

□
構

成
（
関
係
行
政
）

国
土
交
通
省
、
静
岡
県
、
山
梨
県
※

（
流
域
市
町
）

島
田
市
、
川
根
町
、
川
根
本
町

（
電
力
会
社
）

東
京
電
力
㈱
、
中
部
電
力
㈱

大
井

川
水

利
流

量
調

整
協

議
会

□
開
催
回
数

1
4
回
（
令
和
４
年
1
1
月
現
在
）

○
関

係
者
が
一
同
に
会
し
、
公
開
の
場
で
議
論

○
大

井
川
全
川
の
環
境
を
議
論
の
対
象
と
し
た

○
科
学
的
根
拠
に
基
づ
い
て
流
量
を
決
定
す
る
と
い
う
共
通
理
解

ポ
イ
ン
ト

河
川

維
持

流
量

の
合

意流
域

市
町
・
住
民

発
電

事
業
者

発
電
に
よ
り
失
わ
れ
た
水
を
大
井
川
に
取
り
戻
し
た
い

水
利
権
の
範
囲
で
最
大
限
発
電
を
お
こ
な
い
た
い

平
成

１
７
年
１
２
月
の
水

利
権

許
可
更
新
時

田
代

ダ
ム
か
ら
の
適
切
な
河
川
放
流
量
の
確
保
に
つ

い
て
調
整
す
る
た
め
、
流
域
自
治
体
、
発
電
事
業
者
、

河
川

管
理
者
等
に
よ
り
大
井
川
水
利
流
量
調
整
協
議

会
を
設
立
す
る
。

合
意

形
成

（
m

3/
s）

0.
43
m
3/
s

0.
98
m
3/
s

1.
49
m
3/
s

1.
08
m
3/
s

0.
43
m
3/
s

年
平

均
1.
02
m
3/
s

※
山
梨
県
は
、
河
川
維
持
流
量
を
決
定
後
の

第
1
2
回
協
議
会
を
も
っ
て
退
会
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モ
ニ
タ
リ
ン
グ
調

査
実

績
（
H
1
8
～

H
2
2
)

魚
類

調
査

９
箇

所

景
観

調
査

５
箇

所

利
用

調
査

９
箇

所

調
査

の
具

体
的

内
容

放
流
に
よ
る
河
川
環
境
改
善

効
果
の

検
証

合
意

文
に
あ
る
「
放
流
に
よ
る
河
川
環
境
改
善
効
果
の
検
証
」

・
当

面
５
ヵ
年

程
度

（
平

成
18

～
22

年
度

）
を
目

途
と
し
て
結

果
を
取

り
ま
と
め
る

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
調
査

検
証

期
間
の
設
定

調
査

マ
ニ
ュ
ア
ル
の
作
成

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
部
会
の
設
置

・
学

識
者

の
ア
ド
バ

イ
ス
な
ど
を
受

け
て
マ
ニ
ュ
ア
ル

を
作

成
し
、
一
定

の
調

査
精

度
を
確

保

・
協

議
会

の
下

部
組

織
と
し
て
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
部

会
を
設

置
し
、
調

査
結
果

等
の

情
報
を
共

有
・
必

要
に
応

じ
て
学

識
者

な
ど
の

意
見

を
聞

く

関
係

者
間
で
役
割
を
分
担

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
調

査
の

進
め
方

魚
類

調
査

景
観

調
査

利
用

調
査

・
河

川
管

理
者

、
ダ
ム
等

管
理

者
、
市

町
に
よ
る
役

割
分

担
・
『
連

携
』
に
よ
る
調

査
実

施
で
、
大

井
川

に
対

す
る
共

通
認

識
の

醸
成

を
図

る

水
理

量
調

査

生
息

状
況

調
査

景
観

調
査

利
用

状
況

調
査

利
用

体
感

ｱ
ﾝ
ｹ
ｰ
ﾄ調

査

魚
類

の
生

息
に
必

要
な
水

理
条

件
（
水

深
・
流

速
）
が

確
保

さ
れ

て
い
る
か

あ
ら
か

じ
め
設

定
さ
れ

た
魚

種
の

生
息

状
況

定
点

か
ら
見

た
河

道
幅

に
対

す
る
水

面
幅

の
割

合

利
用

満
足

度
や

河
川

環
境

に
関

す
る
項

目
に
対

す
る
満

足
度

、
望

ま
し
い
水
深

利
用

状
況

と
気

象
条

件
、
水

質

魚
類

調
査

景
観

調
査

利
用

調
査

水
理

量
調

査

生
息

状
況

調
査

景
観

調
査

利
用

状
況

調
査

利
用

体
感

ｱ
ﾝ
ｹ
ｰ
ﾄ調

査

２
５
回

（
年

５
回

）
１
地

点

１
５
回

（
年

３
回

）
９
地

点

２
５
回

（
年

５
回

）
５
地

点

１
５
回

（
年

３
回

）
９
地

点

１
５
回

（
年

３
回

）
９
地

点

県 県

県
国

市
町

市
町

【
調

査
回

数
】

【
調

査
地

点
】

【
実

施
主

体
】

□
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
部

会
は

３
２
回

開
催

□
調

査
結

果
は

年
度
毎

に
公

表

田
代

ダ
ム

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
調
査
実
施
箇
所
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田代川第二発電所の水利権期間更新における 

大井川水利流量調整協議会の合意事項 

 
 大井川水利流量調整協議会は、田代川第二発電所の水利権の期間更新が円滑に

なされるよう関係機関による調整を行った結果、河川維持流量及び許可期間に

関して、下記のとおり合意したことを確認する。 

 

記 

 

１．田代川第二発電所水利権の期間更新時における河川維持流量は、大井川

全川を対象に、地元要望項目の「河川利用」、「魚類の生息」、「景観」に必

要な流量を科学的根拠に基き算定し、田代川第二発電所の発電事情等も考

慮して協議した結果、次のとおりとし、水利使用規則に取水制限の条項を

定めることにより行うものとする。 

 

・12/6～3/19：0.43m3/s（大鉄橋梁・富士見橋下流のカマキリの移動） 

ただし、河川流量が 0.1m3/s を超える場合に限り、1.62m3/s の範囲内で 

発電取水ができるものとする。 

・3/20～4/30：0.98m3/s（富士見橋下流でのウグイの産卵） 

・5/ 1～8/31：1.49m3/s（千石大橋付近でのウグイの産卵） 

・9/ 1～12/5：1.08m3/s（大鉄橋梁付近でのアユの産卵） 

 

２．今回の水利権の許可期間は１０年とする。 

 

なお、冬場の発電施設維持のために必要な流量（1.62m3/s）は今後検証して

いくとともに、河川流量や取水量、放流量のデータ等の情報共有に努める。 

今回の河川維持流量の放流による河川環境改善の効果の検証を行い、その結

果を協議・検討することとする。 

 

  平成 17 年 11 月 28 日 

 

                     大井川水利流量調整協議会

第 10回協議会 
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田代川第二発電所の水利権期間更新に係る河川維持流量 

の放流に伴う中部電力ダム・長島ダムの流下方策 

 

 

 

東京電力株式会社田代川第二発電所の水利権期間更新に係る河川維持流量の

設定に伴い、田代ダムから新たに放流される水量と同量を、下流の中部電力㈱

のダム等及び長島ダムから流下させるものとする。 

 

（流下対象ダム等） 

中部電力㈱：木賊えん堤、畑薙第二ダム、奥泉ダム、大井川ダム、 

塩郷えん堤 

   国土交通省：長島ダム 

 

 

 

 

 

 

 

平成 18 年 3 月 30 日 

 

                     大井川水利流量調整協議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 12回協議会 
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田代川第二発電所の水利権期間更新における 

大井川水利流量調整協議会の合意事項 

 

 

本年 12 月 31 日を許可期限とする田代川第二発電所の水利権の期間更新につ

いては、次のとおり確認する。 

 

 

1. 許可期間については、10 年間として許可申請することとする。 

 

2. 河川維持流量については、平成 17 年 11 月の第 10 回協議会において合意し

た流量を継続することとする。ただし、冬場の発電施設維持に必要な流量に

ついては、科学的な根拠に基づく検討が更に必要であることから、次の検証

を今後 10 年間で行うことを前提とする。 

① 冬場における発電機 1 台運転の可否の検証 

② 発電機の交互運転の検証（①の検証で1台運転不可となった場合に実施） 

③ 最低ニードルクリアランスの検証（②の検証で交互運転不可となった場

合に実施） 

 

3. 前記の更なる検証については、引き続き当協議会幹事会において進捗状況を

適切に共有し、その結果は次回の期間更新の際に反映させることとする。な

お、冬場の必要流量を減少できることが明らかになった場合は、期間更新の

前に実施することを妨げない。 

 

  

 

平成 27 年９月 24 日 

 

                     大井川水利流量調整協議会 

 

第 14回協議会 
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１ 水利権(流水の占用)とは 

河川法第 23 条 河川の流水を占用しようとする者は、国土交通省令で定め

るところにより、河川管理者の許可を受けなければならない。 

 

① この規程により許可された流水の占用の権利(許可水利権)が河川法上の水利

権の主たるものである。(水利権実務一問一答) 

 

② 流水の占用とは、ある特定目的のために、その目的を達成するのに必要な限度

において、公共用物たる河川の流水を排他的・継続的に使用することと定義さ

れる。(「逐条解説」河川法解説(河川法研究会)) 

 

③ 水利権は、事業に直結した一つの財産的要素をもつものであり、人の生活もこ

れをおいて成り立たず、権利として保護されなければならないものであり財産

権の一種であるといえる。(河川管理の実務(河川管理行政実務研究会)) 

 

 

２ 発電水利権の期間更新時における河川維持流量の確保について(発電ガイド

ライン(昭和 63 年７月 14 日))(Ｐ11、12 参照) 

・既許可に基づく発電水利使用が対象となる。 

・発電水利権の期間更新時における河川維持流量の設定又は変更は、河川管理

上の支障の著しい発電水利使用等について行うものとする。 

・河川管理上の支障の著しい発電水利使用等の条件である、「(5)減水区間に係

る地元市町等との合意等により、発電水利使用者が運用により放流を行い、

又は行おうとしているもの。」に該当 

 

 東京電力は、大井川下流域の市町から維持流量確保の要望を受けて、当協

議会で協議・合意し、水利使用規則に定められた田代ダム地点の維持流量

を確保するよう放流している。 
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発電ガイドライン

別紙
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